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(57)【要約】
【目的】　携帯型無線端末の上端部又はその近傍に、携
帯型無線端末本体から突出して伸ばすことができるアン
テナ部に撮像部を備えることにより、携帯型無線端末の
テレビ電話機能を使用する場合に、従来のように「ユー
ザーの顔の鼻の穴を大写しにする撮像方向」からではな
く、「ユーザーの顔の鼻の上方から撮像する撮像方向（
ユーザーの鼻の穴は撮像されない撮像方向）」から撮像
部で撮像した顔の映像を、相手方に送信することができ
るようにする。
【構成】　携帯型無線端末本体に、支持軸を介して伸縮
自在に取り付けられているアンテナ部と、このアンテナ
部の先端部分又はその近傍に備えられた撮像部と、を備
えている。
【選択図】　　　　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
カメラ又はビデオカメラなどの撮像部を備えた携帯型無線端末であって、
　前記携帯型無線端末の本体から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ上方に突出可能
に備えられ且つ前記本体に対して少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ上下方向に移動
可能に備えられている支持部と、
　前記支持部の上端部又はその近傍に備えられた「撮像用レンズなどから成る撮像用の光
学系部」と、
を備えたことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
【請求項２】
カメラ又はビデオカメラなどの撮像部を備えた携帯型無線端末であって、
　前記携帯型無線端末の本体の上方部に備えられた「音声その他のデータを外部との間で
送受信するためのアンテナ部」を含む支持部であって、その上端部が前記本体から少なく
とも約２．５ｃｍ以上の距離だけ上方に突出可能に備えられ且つ前記本体に対して少なく
とも約２．５ｃｍ以上の距離だけ上下方向に移動可能に備えられている支持部と、
　前記支持部の上端部又はその近傍に備えられた「撮像用レンズなどから成る撮像用の光
学系部」と、
を備えたことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
【請求項３】
請求項１又は２において、前記携帯型無線端末の本体には、その中央部又は下方部にマイ
クが備えられている、ことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
【請求項４】
請求項１又は２において、前記携帯型無線端末の本体には、その中央部又は上方部に表示
部が備えられている、ことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
【請求項５】
請求項１から４までのいずれかにおいて、
　前記支持部は、略棒状に形成されている、ことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末
。
【請求項６】
請求項１から５までのいずれかにおいて、
　前記撮像部による撮像が行われるとき、自動的に前記支持部の上端部が本体から離れる
方向に突出するように、前記支持部の上端部を自動的に上方に移動させるための自動移動
部、が備えられていることを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
【請求項７】
請求項２から６までのいずれかにおいて、
　前記アンテナ部を含む支持部は、「携帯型無線端末本体の上方の、左右方向のほぼ中央
の位置」に備えられている、ことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、撮像部（静止画用のカメラ、動画用のビデオカメラなど）付き携帯型無線端
末（携帯電話や携帯型情報端末（ＰＤＡ）や携帯型ノート型パソコンなど）に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、テレビ電話機能などを持たせるために、撮像部付きの携帯電話が提案されて
いる。
【０００３】
　図５は従来のテレビ電話機能付き携帯電話を示すものである。図５（ａ）は、特開２０
００－１２４９９３公報の図５から引用したものである。この図５（ａ）の例では、符号
Ａで示す撮像部が、携帯電話本体Ｃの図示右上方に取り付けられている。
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【０００４】
　また、図５（ｂ）及び（ｃ）は、特開２０００－１３４５９２公報の図１３から引用し
たもの（一部変更している）である。図５（ｂ）はテレビ電話機能を使用しないで携帯電
話を使用する場合の態様を示す図で、図５（ｃ）はテレビ電話機能を使用して携帯電話を
使用する態様を示す図である。図５（ｃ）では、携帯電話本体Ｃからイヤホンのコードを
引っ張って、イヤホンをユーザーの耳に挿入することにより、携帯電話本体Ｃをユーザー
の顔から離すようにし、その上で、図の符号Ａで示す撮像部を使用してユーザーの顔を撮
像するようにしている。
【０００５】
　また、図５（ｄ）は特開平１０－７５２８７号公報の図１から引用したものである。こ
の図５（ｄ）の例では、符号１０１で示す撮像部（円筒形カメラ）が携帯電話本体の上端
部に備えられている。そして、この撮像部１０１は携帯電話本体に対して「出没自在に設
けられ」ており、不使用時には図示右側のように携帯電話本体に収納されており、且つ、
使用時には図示左側のように携帯電話本体から突出する（図５（ｄ）では、例えば、約０
．５～１ｃｍ程度だけ突出する）ようになっている。このように「出没自在」とした理由
について、この公報では、「撮像部の不使用時に、撮像部（レンズを含む）を保護するこ
とができるため、及び、映像が自分の知らない間に撮像された送信されているのではない
かという不安をユーザーに与えるのを防止できるため」、と記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平８－６５６４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　（１）従来の撮像部付き携帯電話では、特に近年の携帯電話の小型化に伴って、携帯電
話本体の上下方向の寸法は数センチメートルから十数センチメートル程度と短くなってい
る。また、携帯電話本体には、その下端部又は中間にマイクが備えられている。そして、
図５（ａ）（ｂ）のように、マイクＤを使用して携帯電話の使用（テレビ電話機能を使用
する場合を含む）を行う場合は、前記マイク（図５（ａ）（ｂ）の符号Ｄ参照）を、ユー
ザーの口に対向する位置に配置する必要がある。すると、従来の撮像部付き携帯電話を使
用してテレビ電話機能を使用しようとするときは、携帯電話の下方部に配置されているマ
イクＤの部分をユーザーの口に対向する位置に配置する必要があるので、携帯電話本体の
上端部又はその近傍に配置されている撮像部（カメラ）Ａは、必然的に、ユーザーの顔を
その下方から上方に向かって撮像するようになる。すなわち、従来の「携帯電話本体Ｃ（
本体Ｃの全体の上下方向の長さは、せいぜい１０ｃｍ程度）の上方に撮像部Ａ、下方にマ
イクＤ」という構成を採用する限り、テレビ電話機能を使用中の撮像部Ａの撮像方向は、
図２（ａ）のように、ユーザーの顔をその下方から撮像するもの、とならざるを得ない。
【０００８】
　（２）また、以上は、ユーザーが携帯型無線端末の中央部又は下方部に備えられたマイ
クに自分の口を対向させてそのテレビ電話機能を利用するときに撮像部で撮像され相手方
に送信されるユーザーの顔画像が「ユーザーの鼻が大きく写された画像（多くの場合、ユ
ーザーの鼻の穴がその下方から大写しになっている画像）」となってしまうという問題に
ついて述べたが、同じ問題は、ユーザーが携帯型無線端末の中央部又は上方部に備えられ
たディスプレイ（表示パネル、表示部）を自分の眼で見ながらそのテレビ電話機能を利用
するときなどにも、生じうる。
すなわち、例えば、図５（ｃ）のように、イヤホン・コードを使用することにより、携帯
電話本体Ｃとユーザーの顔とを離して使う場合、又は、マイクのコードを使用して（例え
ば、イヤホン・コードにマイクを取り付けた場合）、ユーザーの口と携帯電話本体のマイ
クとを離して（遠ざけて）使用する場合でも、携帯電話本体に備えられたディスプレイ（
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通常は、図５（ｃ）のように、携帯電話本体の中央部か中央部より上方の上方部に配置さ
れている）をユーザーが自分の眼で見ながらテレビ電話機能を使用する場合は、ユーザー
は、通常は、表示パネルを自分の眼で見やすいように、自分の眼よりやや下方に表示パネ
ル（表示部）を位置させるので、（そして、従来の携帯端末では、「表示部」と「撮像部
」との間の距離が、例えば１～３ｃｍ程度と短いために）、携帯電話本体の上方部に備え
られた撮像部の撮像方向は、やはり、ユーザーの鼻の周辺を中心とする方向（多くの場合
、ユーザーの鼻の穴がその下方から大きく写されるような方向）となってしまう（図５（
ｃ）のディスプレイとユーザーの顔の鼻との位置関係を参照）。
すなわち、ユーザーが、従来の撮像部付き携帯電話を使用して、ディスプレイを見ながら
テレビ電話機能を使用しようとするときは、携帯電話の上方又は中央部に配置されている
ディスプレイの部分をユーザーの眼に対向する位置に配置する必要があるので、携帯電話
本体の上端部又はその近傍に配置されている撮像部（カメラ）Ａは、必然的に、ユーザー
の顔をその下方から上方に向かって撮像するようになる。すなわち、従来の「携帯電話本
体Ｃ（本体Ｃの全体の上下方向の長さは、せいぜい１０ｃｍ程度）の上方に撮像部Ａ、そ
の下方の中央にディスプレイ」という構成を採用する限り、テレビ電話機能を使用中の撮
像部Ａの撮像方向は、図２（ａ）のように、ユーザーの顔をその下方から撮像するもの、
とならざるを得ない。
【０００９】
　（３）上記の図２（ａ）のように、携帯電話のテレビ電話機能の使用中に、撮像部Ａが
ユーザーの顔をその下方から撮像するときは、撮像部Ａにより撮像されたユーザーの顔の
映像は、「ユーザーの鼻（鼻の穴）が下方から大きく映し出されたもの」となってしまう
。つまり、図２（ａ）に示すように、従来の撮像部付き携帯電話を使用する場合は、撮像
部Ａの焦点がちょうどユーザーの顔の鼻の穴の周辺に来てしまうので、ユーザーの鼻の穴
が大写しになってしまうのである。すなわち、従来の携帯電話でテレビ電話機能を利用す
るときは、図２（ａ）のように、撮像部Ａの撮像方向は、「ユーザーの顔の鼻の穴を下方
から大写しにする撮像方向」（図２（ｂ）の矢印α参照）となってしまうのである。現在
の携帯電話の主要ユーザーは１０歳代又は２０歳代の若い女性であるが、このような若い
女性の美意識に照らすと、特に、恋人などとテレビ電話機能を利用するとき、相手方に送
信される自分の顔画像が「自分の鼻が、画面の中心に、大きく写された画像（多くの場合
、自分の鼻の穴がその下方から大きく写し出されている画像）」となっていることは、「
自分の美意識からみて、到底、耐え難いこと」ことである。
【００１０】
　そこで、本発明は、ユーザーが携帯型無線端末の中央部又は下方部に備えられた「マイ
ク」に「自分の口」を対向させてそのテレビ電話機能を利用するときなどに、撮像部で撮
像され相手方に送信されるユーザーの顔画像が「ユーザーの鼻が大きく写された画像（多
くの場合、ユーザーの鼻の穴がその下方から大写しになっている画像）」となってしまう
（従来の携帯端末においては、「マイク」と「撮像部」との間の距離が約１０～１３ｃｍ
程度と短いため、このようなことが生じていた）ことを防止することができる、撮像部付
き携帯型無線端末を提供することを目的とする。
【００１１】
　また、本発明は、ユーザーが携帯型無線端末の中央部又は上方部に備えられた「表示部
」を自分の「眼」で見ながらそのテレビ電話機能を利用するときなどに、撮像部で撮像さ
れ相手方に送信されるユーザーの顔画像が「ユーザーの鼻が、画面の中心に、大きく写し
出されている画像（多くの場合、ユーザーの鼻の穴がその下方から大写しになっている画
像）」となってしまうこと（従来の携帯端末においては、「表示部」と「撮像部」との間
の距離が約１～３ｃｍ程度と短いため、このようなことが生じていた）を防止することが
できる、撮像部付き携帯型無線端末を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
（本発明の用語の説明）
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【００１３】
　本発明においては、（ａ）「光学系や信号処理部分などを含む撮像部の全体」を支持部
又はアンテナ部に備えるようにしてもよいし、（ｂ）「光学系のみ」を支持部又はアンテ
ナ部に備えて「光学系以外の部分、例えば、ＣＰＵ（中央処理装置）を含む信号処理部な
どの部分」は支持部又はアンテナ部ではなく携帯型無線端末の本体の中に内蔵するように
してもよい。
本発明において、「撮像用の光学系、又は、光学系を含む撮像部」は、「支持部」の先端
部（携帯型無線端末の本体から最も離れた部分）に備えられているのが望ましい。
本発明において、「支持部」は、「携帯型無線端末の本体に対して、ユーザーから見て上
下方向に伸縮可能（携帯型無線端末本体に対して上下方向に移動可能）」となっているこ
とが望ましい。
本発明において、「支持部」は、「携帯型無線端末本体に対して、少なくともその一部が
出没可能である」＝「少なくともその一部が携帯型無線端末の本体の中に収納可能であり
、且つ、前記本体の中に収納された部分が本体から上方に突出可能である」ように構成さ
れている、ことが望ましい。
本発明において、「支持部」は、「アンテナ部」を含むものでもよい。
本発明において、「支持部」又は「アンテナ部を含む支持部」は、携帯型無線端末本体の
上方部に、本体に対してユーザーから見て上下方向に伸縮自在（また、その一部が本体か
ら突出可能でその一部が本体に収容可能）に取り付けられており、携帯型無線端末本体（
半導体チップや電子回路を収容するための端末の筐体）に対して、少なくとも約２．５ｃ
ｍ以上（あるいは、約３ｃｍ以上，約４ｃｍ以上，約５ｃｍ以上，約６ｃｍ以上，約７ｃ
ｍ以上，約８ｃｍ以上，約９ｃｍ以上，又は、約１０ｃｍ以上）は「前記本体から上方（
ユーザーの頭上方向）に突出可能」に取り付けられている、ことが望ましい。
また、本発明において、「支持部」又は「アンテナ部を含む支持部」は、携帯型無線端末
本体（半導体チップや電子回路を収容するための端末の筐体）に対して、少なくとも約２
．５ｃｍ以上（あるいは、約３ｃｍ以上，約４ｃｍ以上，約５ｃｍ以上，約６ｃｍ以上，
約７ｃｍ以上，約８ｃｍ以上，約９ｃｍ以上，又は、約１０ｃｍ以上）は「ユーザーから
みて上下方向に移動可能」に取り付けられている、ことが望ましい。
また、「アンテナ部」は、音声その他のデータを外部との間で送受信するためのものであ
る。このアンテナ部は、従来例では、略棒状で細長い支持部（図５（ｄ）の符号１１３参
照）に支持されている（アンテナ部は、略棒状で細長い支持部の中に挿入されている）。
また、アンテナ部は、アンテナの使用時はその支持部の一部又は全部が本体から突出可能
となっており、且つ、アンテナの不使用時はその支持部の一部又は全部が本体の中に収容
可能となっている。
本発明において、「携帯型無線端末」（「無線携帯端末」と同義）は、携帯電話（１つの
筐体の中にテンキー・マイク・ディスプレイなどが備えられているタイプのもの、２つの
筐体が折り曲げ自在に接続されており１つの筐体にはテンキーやマイクが備えられ他の筐
体にはディスプレイやスピーカが備えられているタイプのもの（例えば本願の図５（ｄ）
に示すもの）など、様々なタイプのものを含む）、携帯型情報端末（ＰＤＡ（ＰＤＡ型携
帯電話、すなわち、携帯電話機能内蔵型のＰＤＡ、などを含む））、携帯型パソコン（無
線通信機能を有するノートパソコン）、などを含むものである。
また、本発明において、「携帯型無線端末」は、ユーザーが音声情報を出力させるとき、
スピーカから出力させるだけでなく、イヤホン・コードを介して自分の耳に装着したイヤ
ホンから出力させるタイプのものをも含む。なお、「イヤホン」は「スピーカ」の一つの
形態であり、一般に「スピーカ」という技術用語は「イヤホン」を含むものである。本明
細書でも、「スピーカ」という用語は「イヤホン」を含んでいる。
（本発明の内容）
【００１４】
　第１　本発明は、本願の特許請求の範囲に記載された発明のとおりである。
【００１５】
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　第２　また、本明細書においては、次のような発明も開示している。
１．カメラ又はビデオカメラなどの撮像部を備えた携帯型無線端末であって、前記携帯型
無線端末の本体から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ上方に突出可能に備えられ且
つ前記本体に対して少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ上下方向に移動可能に備えら
れている支持部と、前記支持部の上端部又はその近傍に備えられた「撮像用レンズなどか
ら成る撮像用の光学系部」と、を備えたことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
２．カメラ又はビデオカメラなどの撮像部を備えた携帯型無線端末であって、前記携帯型
無線端末の本体の上方部に備えられた「音声その他のデータを外部との間で送受信するた
めのアンテナ部」を含む支持部であって、その上端部が前記本体から少なくとも約２．５
ｃｍ以上の距離だけ上方に突出可能に備えられ且つ前記本体に対して少なくとも約２．５
ｃｍ以上の距離だけ上下方向に移動可能に備えられている支持部と、前記支持部の上端部
又はその近傍に備えられた「撮像用レンズなどから成る撮像用の光学系部」と、を備えた
ことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
３．上記１又は２において、前記携帯型無線端末の本体には、その中央部又は下方部にマ
イクが備えられている、ことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
４．上記１又は２において、前記携帯型無線端末の本体には、その中央部又は上方部に表
示部が備えられている、ことを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
５．上記１から４までのいずれかにおいて、前記支持部は、略棒状に形成されている、こ
とを特徴とする撮像部付き携帯型無線端末。
６．上記１から５までのいずれかにおいて、前記撮像部による撮像が行われるとき、自動
的に前記支持部の上端部が本体から離れる方向に突出するように、前記支持部の上端部を
自動的に上方に移動させるための自動移動部、が備えられていることを特徴とする撮像部
付き携帯型無線端末。
７．上記２から６までのいずれかにおいて、前記アンテナ部を含む支持部は、「携帯型無
線端末本体の上方の、左右方向のほぼ中央の位置」に備えられている、ことを特徴とする
撮像部付き携帯型無線端末。
【００１６】
　第３　なお、本明細書で開示する発明は、「本体から突出自在に構成されたアンテナ上
端部に撮像部の光学系部が備えられており、前記撮像部による撮像が行われるとき、自動
的に前記アンテナ部先端部が本体から離れる方向に突出するように、アンテナ上端部を自
動的に上方に移動させるための自動移動部が備えられている、ことを特徴とする撮像部付
き携帯型無線端末」をも含む。すなわち、本願は、本願の出願当初の特許請求の範囲の各
請求項の発明に従属しない独立の発明としての「本体から突出自在に構成されたアンテナ
上端部に撮像部の光学系部が備えられており、前記撮像部による撮像が行われるとき、自
動的に前記アンテナ部先端部が本体から離れる方向に突出するように、アンテナ上端部を
自動的に上方に移動させるための自動移動部が備えられている、ことを特徴とする撮像部
付き携帯型無線端末」をも含んでいる。
【発明の効果】
【００１７】
　（１）以上のように、本発明によれば、携帯型無線端末の上端部又はその近傍に、携帯
型無線端末本体から突出して伸ばすことができる「支持部、又は、アンテナ部を含む支持
部」に「撮像部（又は、撮像部の一部としての光学系部分）」が備えられているので、ユ
ーザーは、携帯型無線端末のテレビ電話機能を使用する場合などに、従来のように「ユー
ザーの顔の鼻の穴を大きく目立つように写し出すような撮像方向」からではなく、「ユー
ザーの顔の鼻をその上方から写すような撮像方向（ユーザーの鼻の穴はほとんど撮像され
ないような撮像方向）」から撮像部で撮像した顔の映像を、相手方に送信することができ
るようになる。
すなわち、本発明では、「支持部、又は、アンテナ部を含む支持部」を本体から上方に突
出させた状態では、「支持部、又は、アンテナ部を含む支持部」に備えられた撮像部（又
は、撮像部の一部としての光学系部）と携帯型無線端末本体の中央部又は下方部に備えら
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れたマイクとの距離が、従来と比べて十分に長いものとなる」（図１（ｂ）のマイク３と
アンテナ上端部９との間の距離を参照）ので、ユーザーが前記マイクに向かって話しなが
ら（マイクに自分の口を対向させながら）そのテレビ電話機能を使用する場合でも、前記
撮像部の撮像方向を、「ユーザーの顔の鼻の穴が大きく目立つように写し出される方向（
多くの場合、ユーザーの鼻の穴がその下方から大写しになってしまう方向）」ではなく、
「ユーザーの顔の鼻をその上方から写す方向」とすることができるようになる。
また、本発明では、「『支持部、又は、アンテナ部を含む支持部』を携帯型無線端末本体
から上方に突出させた状態では、『支持部、又は、アンテナ部を含む支持部』に備えられ
た撮像部（又は、撮像部の一部としての光学系部）と携帯型無線端末本体の中央部又は上
方部に備えられた表示画面との距離が、従来と比べて十分に長いものとなる」（図１（ｂ
）の表示画面１０とアンテナ上端部９との間の距離を参照）ので、ユーザーが前記表示画
面を自分の眼で見下ろしながら（表示画面の上方に自分の眼を対向させながら）そのテレ
ビ電話機能を使用する場合でも、前記撮像部の撮像方向を、「ユーザーの顔の鼻の穴が大
きく目立つように写し出される方向（多くの場合、ユーザーの鼻の穴がその下方から大写
しになってしまう方向）」ではなく、「ユーザーの顔の鼻をその上方から写す方向」とす
ることができるようになる。
【００１８】
　（２）また、本発明によれば、携帯型無線端末を使用してテレビ電話機能を使用する場
合だけでなく、例えば、ユーザーが、自分の顔を含む画像を携帯型無線端末に備えられた
撮像部を使用して撮像して、知人に電子メールで送ったり、年賀状の裏面に印刷しようと
する場合などでも、ユーザーは、「自分の鼻の穴がその下方向から大きく写し出された画
像」が撮影されてしまい、それが相手方に電子メールで送信されてしまったり年賀状の裏
面に印刷されてしまったりすることを、防止できるようになる。
【００１９】
　（３）また、本発明によれば、携帯型無線端末の上端部又はその近傍に、携帯型無線端
末本体から突出して伸ばすことができる「支持部、又は、アンテナ部」に撮像部（又は、
その一部としての光学系部）が備えられているので、例えば「住宅の床下」や「自動車の
機構部分、その他の機械の内部」など、人間が容易に入り込めない場所でも、ユーザーは
、携帯型無線端末本体から「支持部、又は、アンテナ部（アンテナの支持軸）」を伸ばし
て、「支持部、又は、アンテナ部（アンテナの支持軸の先のアンテナ上端部）」に備えら
れた撮像部を、その「容易に入り込めない場所」に挿入して、その場所の中を撮像するこ
とにより、その場所の内部の様子を探ることが容易にできるようになる。
【００２０】
　（４）また、本発明では、「支持部、又は、アンテナ部」に備えられた撮像部の光学系
部による撮像が行われるとき、前記「支持部、又は、アンテナ部」が本体（筐体）から離
れる方向に突出するように、「支持部、又は、アンテナ部」を自動的に上方に（ユーザー
の頭上方向に）伸ばすための「自動移動部」が備えられているので、ユーザーは、テレビ
電話機能を使用するときに、いちいち、自分の手で「支持部、又は、アンテナ部」を上方
に引っ張り上げねばならないという手間を省くことができる。
【００２１】
　（５）また、本発明において、前記撮像部（又は、その一部としての光学系部）が備え
られた「アンテナ部（アンテナ部を含む支持部）」が、「携帯型無線端末本体の左右方向
のほぼ中央」に配置されているときは、前記撮像部が、端末本体を使用している「ユーザ
ーの顔の左右方向の中央」とほぼ対向する位置に配置されるようになるので、前記撮像部
により、ユーザーが特にわざわざ自分の顔を撮像部の方向に向けるなどの作為をしなくて
も自然に、ユーザーの顔がその正面方向から撮像されるようになる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明の実施形態１を示す斜視図。
【図２】本実施形態１の作用を説明するための図。
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【図３】本実施形態２を説明するための図。
【図４】本実施形態３を説明するための図。
【図５】従来のテレビ電話機能付き携帯電話を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　本発明の実施の形態は例えば次の実施例１に示すようなものである。
【実施例１】
【００２４】
　図１（ａ）（ｂ）は本発明の実施例１に係る撮像部付き携帯電話を示す斜視図である。
図１において、１は携帯電話本体（半導体チップや電子回路を収容するための筐体）、１
ａは携帯電話本体（筐体）１の上面（使用時にユーザー側に対向する側の面）、２は例え
ば通話の相手方からの音声を出力するためのスピーカ、３はユーザーからの音声（通話の
ための音声、又は、操作情報・制御情報などのデータ入力用の音声（音声認識装置でテキ
ストデータに変換しうる音声データ）を含む）を入力するためのマイク、４は電話番号な
どを入力するためのキー、５は通話の相手先を呼び出すときに使用する通話ボタン、６は
通話を切断するときに使用する切断ボタンである。
【００２５】
　また、図１において、７は例えばＮＴＴドコモの「ｉモード」のようなネットワークを
利用したデータ通信サービス（インターネットのホームページ閲覧、電子メール、チャッ
ト、インスタントメッセージ、インターネット上の電子モールやパソコンバンキングの利
用などのサービス）を利用するときにその通信サービスのトップ・メニューを前記表示パ
ネル１０に表示するためのメニュー・ボタン、８は前記通信サービスのトップ・メニュー
からユーザーが選択した個別のサービス・メニューによるデータを前記表示パネル１０の
画面に表示しているときに元のトップ・メニューの画面に戻るためのクリア・ボタンであ
る。また、図１において、２０は、前記液晶表示パネルに表示された画面１０の上で、例
えば矢印形状に表示されたポインタ又はカーソル（図示せず）を移動させると共にその移
動させたポインタの位置にあるアイコン（絵文字）や文字を指示・選択・決定するための
ポインティングデバイス（アキュポインタ、トラッキングポインタ、などとも呼ばれる。
なお、このアキュポインタ以外に、トラックボール、スライスパッドなどのポインティン
グデバイスを使用してもよい）である。
【００２６】
　また、１０は液晶表示パネルにより表示される表示画面、１０ａはこの表示画面１０の
中に形成されたウインドウ（子窓）形の子画面（ピクチャー・イン・ピクチャー方式の画
面における子画面）、である。
【００２７】
　本実施例では、この子画面１０ａに、「テレビ電話機能を使用するとき、撮像部１１で
撮像された自分（ユーザー自身）の顔画像であって、通話の相手方に送信される自分の顔
画像」を表示させるようにしている。これにより、この携帯電話を使用するユーザーは、
前記子画面１０ａに写る「自分の顔画像」を見ることにより、「相手方に送信されている
自分の顔画像の内容」を、常時、リアルタイムに確認しチェックしながら（相手方に送信
される自分の顔画像が「おかしな画像」になっていないかをチェックしながら）、会話（
通話）をすることができるようになっている。
【００２８】
　以上のように、本実施例１では、携帯電話本体（筐体）１のユーザーと対向する面１ａ
に、ユーザーから見て下方から順に、マイク３（図１の例では、マイク３は携帯電話本体
１のほぼ中央に配置されているが、携帯電話本体１の下端部に配置してもよい）、表示パ
ネル１０、スピーカ２、及び、アンテナ上端部９が備えられている。
【００２９】
　また、図１において、９は外部の無線基地局との間で電波をやり取りするためアンテナ
上端部である。このアンテナ上端部９の外観形状は、断面が円状又は楕円状の円筒である
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。このアンテナ上端部９は、本体１に対して図示上下方向に移動可能（本体１に対してユ
ーザーの頭上方向に突出可能）に形成されている。
【００３０】
　本実施例では、図１（ｂ）に示すように、前記アンテナ上端部９は、「本体１に対して
収納及び突出が自在（出没自在）に取り付けられている支持軸９ａ」により、携帯電話本
体１に対して上下方向に移動自在（ユーザーのユーザーの頭上方向に突出可能）に取り付
けられている（なお、本明細書では、用語の問題として、前記支持軸９ａも、「アンテナ
の一部」だと捉えている。すなわち、本実施例では、「アンテナ上端部９」と「支持軸９
ａ」との２つの要素により「アンテナ」が構成されている。本実施例では、「アンテナの
上端部」を「アンテナ上端部９」と呼び、「アンテナの下側部分」を「支持軸９ａ」と呼
ぶようにしている）。
【００３１】
　また、本実施例では、図１に示すように、前記アンテナ上端部９には、ユーザーの顔な
どを撮像するための撮像部１１が備えられている。なお、本実施例１では、前記アンテナ
上端部９に、「レンズなどから成る、撮像部の一部としての光学系部」を備えるようにし
てもよい。すなわち、前記アンテナ上端部９に備えられる部分は、「撮像部１１の全体」
ではなく、「撮像部の一部である、レンズなどの部品（光学系部）だけ」にして、「撮像
部の光学系以外の部品、すなわち、その他のＣＰＵ（中央処理装置）などの部品（信号処
理部）」は携帯電話本体（筐体）１の中に備えるようにしてもよい。
【００３２】
　本実施例では、前記支持軸９ａの中にも、通話の相手方との間で音声などのデータ信号
（電波）をやり取りするためのアンテナ用部品（アンテナ・コードなど）や配線部分が挿
入されている。また、前記支持軸９ａには、前記撮像部１１のレンズで撮像した画像デー
タ信号を本体１側に送信するための伝送コードも挿入されている（前記アンテナ上端部９
の撮像部１１で撮像されたユーザーの顔画像のデータは、本体１側に送信されて、本体１
内の電子回路で信号処理されて相手方に送信されたり、本体１の表示パネルの子画面１０
ａに表示されたりする）。なお、本実施例１では、前記撮像部１１で撮像された画像は、
前記支持軸９ａ内の有線のコードではなく、電波又は赤外線信号などの無線を使用して、
携帯電話本体１の側に送信するようにしてもよい。
【００３３】
　本実施例１では、ユーザーは、テレビ電話機能を使用しないときは、図１（ａ）のよう
にアンテナ上端部９の支持軸９ａを伸ばさない状態（本体１から突出させない状態）で使
用することができる（なお、電波が届きにくいエリアで使用するときは、テレビ電話機能
を使用しない場合でも、アンテナ上端部９を伸ばして使用する方が、電波受信感度が上昇
するため望ましい）。また、ユーザーは、テレビ電話機能を使用するときは、アンテナ上
端部９の支持軸９ａを伸ばして（例えば、ユーザーが指で図１（ａ）のアンテナ上端部９
を摘んで、それを図の上方に引っ張り上げることにより、支持軸９ａを伸ばして）、アン
テナ上端部９が携帯電話本体１から上方に（ユーザーの頭上方向に）突出した図１（ｂ）
の状態にする。本実施例では、前記アンテナ上端部９が携帯電話本体（筐体）１に対して
突出する（伸ばされる）距離ａ（図１（ｂ）のａ参照）は、大体、約２．５ｃｍから約２
０ｃｍまでの範囲内、より望ましくは、約５ｃｍ（又は約７ｃｍ）から約１５ｃｍまでの
範囲内である。
【００３４】
　この図１（ｂ）の場合は、図２（ｂ）に示すように、マイク３がユーザーの口に対向す
る位置に来るように携帯電話本体１を配置しても、撮像部１１（又は、「撮像部１１の一
部である光学系部分」）は、携帯電話本体１から上方に突出して伸ばされているアンテナ
上端部９に備えられているので、撮像部１１がユーザーの顔を撮像するときの撮像方向は
、「ユーザーの顔の鼻の穴を大写しにする、ユーザーの鼻の下方からの撮像方向」ではな
く、「ユーザーの顔の鼻の上方から撮像する、ユーザーの鼻の上方からの（又は鼻の正面
方向からの）撮像方向（ユーザーの鼻の穴は撮像されない撮像方向）」（図２（ｂ）の矢
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印β参照）となる。
【００３５】
　以上のように、本実施例によれば、携帯電話のテレビ電話機能を使用する場合に、従来
のように「ユーザーの顔の鼻の穴を大写しにする、鼻の下方からの撮像方向」からではな
く、「ユーザーの顔の鼻の上方から撮像する、鼻の上方からの撮像方向（ユーザーの鼻の
穴は撮像されない撮像方向）」から撮像した顔の映像を、相手方に送信することができる
ようになる。
【実施例２】
【００３６】
　図３（ａ）は本発明の実施例２を示す図、図３（ｂ）はその比較例（従来例）である。
図３（ａ）において、３１は携帯電話機能を内蔵したＰＤＡ本体（携帯情報端末本体）、
３２はキーボード部、３３は表示部（ディスプレイ）、３３ａは表示画面である。前記表
示部３３は、接続部３０により、キーボード部３２と折り曲げ・折り畳み自在に接続され
ている。
【００３７】
　また、図３（ａ）において、前記表示部３３の上部の図示右側端部には、アンテナ上端
部３４が、「表示部３３の筐体に対して突出及び収容自在（図の上下方向に移動自在）に
構成されている支持軸３４ａ」により、ＰＤＡ本体３１の表示部３３（表示部３３の筐体
）に対して上下方向に移動自在（本体３１から上方（ユーザーの頭上方向）へ突出可能）
に取り付けられている。
【００３８】
　このアンテナ上端部３４は、支持軸３４ａが前記本体３１の表示部３３の中に「出し入
れ自在」（収納及び突出が可能＝図の上下方向への移動可能）に挿入されているという構
造になっており、前記本体３１に対して「上方への突出が可能」となっている。また、本
実施例では、前記アンテナ上端部３４のユーザーに対向する側に、小型ＣＣＤカメラ（又
は、ＣＣＤカメラのレンズなどの光学系部分）などの撮像部３５が備えられている。
【００３９】
　以上のように、本実施例２では、前記撮像部３５（又は、少なくとも撮像部の一部であ
る光学系部３５）が、本体３１に対して上方に突出するように伸ばされたアンテナ上端部
３４に備えられているので、この撮像部３５（撮像部の光学系部３５）がユーザーを撮像
するときの撮像方向は、図３（ａ）の破線の矢印βのように、「ユーザーの鼻をその上方
から写すような撮像方向」となる。したがって、本実施例２では、前記撮像部３５で撮像
したユーザーの顔の画像が、「ユーザーの鼻の穴が大写しになる画像」（図３（ｂ）の場
合）となることを防止することができる。
【００４０】
　他方、図３（ｂ）は、本実施例２の比較例（従来例）である。図３（ｂ）において、図
３（ａ）と共通する部分には同一の符号を付している。図３（ｂ）においては、撮像部３
５ａは、「支持軸３４ｃにより本体３１に対して伸縮自在に支持されているアンテナ上端
部３４ｂ」ではなく、表示部３３の筐体の上方（表示画面３３ａの上側の近傍）のほぼ中
央の位置に備えられている。この図３（ｂ）の装置を使用する場合は、一般にＰＤＡやノ
ートパソコンを使用するユーザーは表示画面３３ａをその上方から覗き込みながら使用す
ることから、使用時のユーザーの鼻の位置は、「表示画面３３ａよりもかなり上方の位置
」となるのが一般的である。そのため、前記表示画面３３ａの上側に配置された撮像部３
５ａでユーザーの顔を撮像する場合には、その撮像方向は、図３（ｂ）の破線の矢印αの
ように、「ユーザーの鼻をその下方から大きく写し出すような撮像方向」となってしまう
。したがって、この比較例では、前記撮像部３５ａで撮像したユーザーの顔の画像は、「
ユーザーの鼻の穴が大きく目立つように写し出される画像」となってしまう。
【実施例３】
【００４１】
　次に、図４は本発明の実施例３を示す図である。図４において、図３（ａ）と共通する
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部分には同一の符号を付している。本実施例３では、前記撮像部３５（又は、撮像部の一
部としての光学系部３５）が備えられたアンテナ上端部３４を本体３１に対して伸縮自在
（突出自在）に支持する支持軸３４ａが、本体３１の表示部３３の上部の図示左右方向（
ユーザーから見て横方向）のほぼ中央の位置に配置されている。すなわち、本実施例３で
は、表示部３３の図示左側端部３３ｂと前記支持軸３４ａとの間の距離ｍと、表示部３３
の図示右側端部３３ｃと前記支持軸３４ａとの間の距離ｎとが、ほぼ等しくなるように、
前記支持軸３４ａ及びアンテナ上端部３４が配置されている。
【００４２】
　このように、本実施例３では、前記撮像部３５が備えられたアンテナ上端部３４が、「
ＰＤＡ本体３１（表示部３３）の、図示左右方向におけるほぼ中央の位置」に配置されて
いるので、撮像部３５が、ＰＤＡ本体３１を使用している「ユーザーの顔の左右方向の中
央」とほぼ対向する位置に配置されるようになる。したがって、本実施例３では、前記撮
像部３５により、ユーザーが特に「わざわざ自分の顔を撮像部３５の方向に向けるなどの
作為」をしなくても自然に、ユーザーの顔がその正面方向から撮像されるようになる。（
これに対して、例えば図３（ａ）のように、前記撮像部３５が備えられたアンテナ部３４
が、「ＰＤＡ本体３１（表示部３３）の、左右方向の図示右側端の位置」に配置されてい
る場合は、撮像部３５が、ＰＤＡ本体３１を使用している「ユーザーの顔の右方向」に位
置するようになるので、ユーザーがわざわざ自分の顔を撮像部３５の方向に向けるなどの
作為をしなければ、前記撮像部３５によりユーザーの顔をその正面方向から撮像すること
は、できない）。
【実施例４】
【００４３】
　次に、本発明の実施例４を説明する。この実施例４では、図４に示す支持軸３４ａが、
表示部３３の筐体内に備えられた「自動伸ばし部」（図示せず）により、自動的に伸ばさ
れる（表示部３３の筐体から上方に突出させられる）ようになっている。すなわち、本実
施例４では、表示部３３の筐体から（無線携帯端末の本体３１から）上方に突出自在に構
成されたアンテナ上端部３４に備えられた撮像部の光学系部３５による撮像が行われると
き（ユーザーが撮像部３５による撮像又はその準備を行うように操作したとき）、前記ア
ンテナ上端部３４が表示部３３の筐体から離れる方向（図の上方向）に突出するように、
アンテナ上端部３４を自動的に上方に移動させるための「自動移動部」が備えられている
。これにより、ユーザーは、テレビ電話機能を使用するときに、いちいち、自分の手で図
４のアンテナ上端部３４（及び支持軸３４ａ）を引っ張り上げねばならないという手間を
省くことができる。
【００４４】
　この「自動移動部」（図示せず）は、例えば、マイクロコンピュータとモーターとで構
成し、ユーザーが撮像部３５による自分の顔の撮像を希望する操作を行ったとき、そのこ
とを示す信号に基づいて、マイクロコンピュータが、前記支持軸３４ａを上方向に所定距
離だけ移動させるためのモーターを駆動させることなどにより、実現できる。
【００４５】
　また、この実施例４の「自動移動部」は、実施例１などにも適用できる。すなわち、こ
の「自動移動部」は、図１に示す携帯電話の本体１から突出自在に備えられた支持軸９ａ
を、撮像部１１による撮像が行われるときに、自動的に本体１から上方に突出させるため
に、図１の本体（筐体）１に内蔵させるようにしてもよい。
【００４６】
　なお、以上の各実施例１～４においては、いずれも、「撮像部（又は、撮像部の一部で
あるレンズなどから成る光学系部）」をユーザーから見て上下方向に移動させて携帯型無
線端末の上端から上方向に所定距離だけ突出させるための「支持部」として、「アンテナ
を構成する、支持軸９ａ，３４ａとアンテナ上端部９，３４」を示しているが、本発明に
おいては、これに限られるものではなく、「アンテナとは別体の（アンテナとは関係の無
い）、支持部」を使用してもよい（この場合の「支持部」の形態は、図１の支持軸９や図
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３の支持軸３４ａなどと同じものでもよい）。また、本発明では、前記「支持部」に備え
られた撮像部の光学系部による撮像が行われるとき、前記「支持部」が本体（筐体）から
離れる方向（ユーザーの頭上方向）に突出するように、「支持部」を自動的に伸ばすため
の「自動移動部」を備えることも可能である。
【００４７】
　なお、前記の本実施例１では、前記アンテナ上端部９（撮像部１１又は「撮像部の一部
としての光学系部分」を含む）を本体１から常に突出するように構成しているが、本発明
では、撮像部１１を使用しないときは、前記アンテナ上端部９（撮像部１１又は「撮像部
の一部としての光学系部分」を含む）そのものを、本体１の中に収容する（本体１の中に
、撮像部又は光学系部を含むアンテナ上端部９そのものを、埋没・収容させる）ようにし
てもよい。
【符号の説明】
【００４８】
１，Ｃ 携帯電話本体
２     スピーカ
３，Ｄ マイク
９，３４      アンテナ上端部
９ａ，３４ａ  支持軸
１０   表示画面（表示パネル）
１０ａ 子画面
１１，３５，３５ａ，Ａ       撮像部
３０   接続部
３１   本体
３２   キーボード部
３３   表示部
３３ａ 表示画面
３４，３４ｂ  アンテナ上端部
３４ａ，３４ｃ 支持軸
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【図１】 【図２】

【図３】 【図４】
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【図５】

【手続補正書】
【提出日】平成23年7月15日(2011.7.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　そこで、本発明は、携帯端末のテレビ通話機能を使用する場合などにおいて、ユーザー
が、従来のように「ユーザーの顔の鼻の穴が大きく目立って見える顔画像」が相手方に送
信されてしまうことを防ぎ、「ユーザーの鼻の穴がほとんど見えないかほとんど目立たな
い顔画像」を相手方に送信することができる、撮像部付きの、テレビ通話機能付き携帯端
末を提供することを目的とする。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１７】
　本発明によれば、携帯端末のテレビ通話機能を使用する場合などにおいて、ユーザーが
、従来のように「ユーザーの顔の鼻の穴が大きく目立って見える顔画像」が相手方に送信
されてしまうことを防ぎ、「ユーザーの鼻の穴がほとんど見えないかほとんど目立たない
顔画像」を相手方に送信することができるようになる。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
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【補正対象項目名】００１８
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１８】
　以下に、「本発明の一実施形態による効果」（一部において「本発明の効果」と重複し
ている）について述べる。
（１）本発明の実施形態によれば、携帯型無線端末の上端部又はその近傍に、携帯型無線
端末本体から突出して伸ばすことができる「支持部、又は、アンテナ部を含む支持部」に
「撮像部（又は、撮像部の一部としての光学系部分）」が備えられているので、ユーザー
は、携帯型無線端末のテレビ電話機能を使用する場合などに、従来のように「ユーザーの
顔の鼻の穴を大きく目立つように写し出すような撮像方向」からではなく、「ユーザーの
顔の鼻をその上方から写すような撮像方向（ユーザーの鼻の穴はほとんど撮像されないよ
うな撮像方向）」から撮像部で撮像した顔の映像を、相手方に送信することができるよう
になる。
すなわち、本発明の実施形態では、「支持部、又は、アンテナ部を含む支持部」を本体か
ら上方に突出させた状態では、「支持部、又は、アンテナ部を含む支持部」に備えられた
撮像部（又は、撮像部の一部としての光学系部）と携帯型無線端末本体の中央部又は下方
部に備えられたマイクとの距離が、従来と比べて十分に長いものとなる」（図１（ｂ）の
マイク３とアンテナ上端部９との間の距離を参照）ので、ユーザーが前記マイクに向かっ
て話しながら（マイクに自分の口を対向させながら）そのテレビ電話機能を使用する場合
でも、前記撮像部の撮像方向を、「ユーザーの顔の鼻の穴が大きく目立つように写し出さ
れる方向（多くの場合、ユーザーの鼻の穴がその下方から大写しになってしまう方向）」
ではなく、「ユーザーの顔の鼻をその上方から写す方向」とすることができるようになる
。
また、本発明の実施形態では、「『支持部、又は、アンテナ部を含む支持部』を携帯型無
線端末本体から上方に突出させた状態では、『支持部、又は、アンテナ部を含む支持部』
に備えられた撮像部（又は、撮像部の一部としての光学系部）と携帯型無線端末本体の中
央部又は上方部に備えられた表示画面との距離が、従来と比べて十分に長いものとなる」
（図１（ｂ）の表示画面１０とアンテナ上端部９との間の距離を参照）ので、ユーザーが
前記表示画面を自分の眼で見下ろしながら（表示画面の上方に自分の眼を対向させながら
）そのテレビ電話機能を使用する場合でも、前記撮像部の撮像方向を、「ユーザーの顔の
鼻の穴が大きく目立つように写し出される方向（多くの場合、ユーザーの鼻の穴がその下
方から大写しになってしまう方向）」ではなく、「ユーザーの顔の鼻をその上方から写す
方向」とすることができるようになる。
（２）また、本発明の実施形態によれば、携帯型無線端末を使用してテレビ電話機能を使
用する場合だけでなく、例えば、ユーザーが、自分の顔を含む画像を携帯型無線端末に備
えられた撮像部を使用して撮像して、知人に電子メールで送ったり、年賀状の裏面に印刷
しようとする場合などでも、ユーザーは、「自分の鼻の穴がその下方向から大きく写し出
された画像」が撮影されてしまい、それが相手方に電子メールで送信されてしまったり年
賀状の裏面に印刷されてしまったりすることを、防止できるようになる。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１９】
　（３）また、本発明の実施形態によれば、携帯型無線端末の上端部又はその近傍に、携
帯型無線端末本体から突出して伸ばすことができる「支持部、又は、アンテナ部」に撮像
部（又は、その一部としての光学系部）が備えられているので、例えば「住宅の床下」や
「自動車の機構部分、その他の機械の内部」など、人間が容易に入り込めない場所でも、
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ユーザーは、携帯型無線端末本体から「支持部、又は、アンテナ部（アンテナの支持軸）
」を伸ばして、「支持部、又は、アンテナ部（アンテナの支持軸の先のアンテナ上端部）
」に備えられた撮像部を、その「容易に入り込めない場所」に挿入して、その場所の中を
撮像することにより、その場所の内部の様子を探ることが容易にできるようになる。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２０】
　（４）また、本発明の実施形態では、「支持部、又は、アンテナ部」に備えられた撮像
部の光学系部による撮像が行われるとき、前記「支持部、又は、アンテナ部」が本体（筐
体）から離れる方向に突出するように、「支持部、又は、アンテナ部」を自動的に上方に
（ユーザーの頭上方向に）伸ばすための「自動移動部」が備えられているので、ユーザー
は、テレビ電話機能を使用するときに、いちいち、自分の手で「支持部、又は、アンテナ
部」を上方に引っ張り上げねばならないという手間を省くことができる。
【手続補正６】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００２１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００２１】
　（５）また、本発明の実施形態において、前記撮像部（又は、その一部としての光学系
部）が備えられた「アンテナ部（アンテナ部を含む支持部）」が、「携帯型無線端末本体
の左右方向のほぼ中央」に配置されているときは、前記撮像部が、端末本体を使用してい
る「ユーザーの顔の左右方向の中央」とほぼ対向する位置に配置されるようになるので、
前記撮像部により、ユーザーが特にわざわざ自分の顔を撮像部の方向に向けるなどの作為
をしなくても自然に、ユーザーの顔がその正面方向から撮像されるようになる。
【手続補正書】
【提出日】平成23年7月15日(2011.7.15)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項２】
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　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没も
しくは収容されている、第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項３】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記撮像部等が「前記携
帯端末をその手で持っているユーザーの顔」を撮像できるように支持しながら、前記撮像
部等を、「前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第１の位置」と「
前記撮像部等が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために
配置される第２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離
だけ『前記撮像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２
の位置」との間において、ユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項４】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項５】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されているか、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没
もしくは収容されている第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
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持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項６】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項７】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没も
しくは収容されている、第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項８】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記撮像部等が「前記携
帯端末をその手で持っているユーザーの顔」を撮像できるように支持しながら、前記撮像
部等を、「前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第１の位置」と「
前記撮像部等が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために
配置される第２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離
だけ『前記撮像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２
の位置」との間において、ユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項９】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
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　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１０】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されているか、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没
もしくは収容されている第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１１】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１２】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没も
しくは収容されている、第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
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持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１３】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記撮像部等が「前記携
帯端末をその手で持っているユーザーの顔」を撮像できるように支持しながら、前記撮像
部等を、「前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第１の位置」と「
前記撮像部等が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために
配置される第２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離
だけ『前記撮像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２
の位置」との間において、ユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１４】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１５】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されているか、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没
もしくは収容されている第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１６】
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　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１７】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没も
しくは収容されている、第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１８】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記撮像部等が「前記携
帯端末をその手で持っているユーザーの顔」を撮像できるように支持しながら、前記撮像
部等を、「前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第１の位置」と「
前記撮像部等が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために
配置される第２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離
だけ『前記撮像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２
の位置」との間において、ユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１９】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
が『前記携帯端末をその片手で持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第
２の位置であって、前記第１の位置から少なくとも約２．５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮
像部によりその顔が撮像されるユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との
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間で、互いにユーザーから見て上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項２０】
　ユーザーがその片手で持ちながら使用することができる、テレビ通話機能付き携帯端末
であって、
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記第１筐体の上端部
もしくはその近傍部分に配置されているか、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没
もしくは収容されている第１の位置」と、「前記第２筐体が『前記第１筐体をその片手で
持っているユーザーの顔』を撮像するために配置される第２の位置であって、前記第１の
位置から少なくとも約２，５ｃｍ以上の距離だけ『前記撮像部によりその顔が撮像される
ユーザー』から見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いにユーザーから見て
上下方向に移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
 
【手続補正書】
【提出日】平成23年7月19日(2011.7.19)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項２】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第２筐体が前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置
されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている、第１
の位置」と、「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持
する支持部と、
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を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項３】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記携帯端末に対して前
記ユーザーの顔を撮像できるように支持しながら、前記撮像部等を、「前記撮像部等が撮
像可能に配置され、且つ、前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第
１の位置」と「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間において、互いに移動可能
に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項４】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項５】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置されているか、
又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている第１の位置」と、「
前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たな
いように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーか
ら見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項６】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項７】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
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などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第２筐体が前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置
されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている、第１
の位置」と、「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持
する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項８】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記携帯端末に対して前
記ユーザーの顔を撮像できるように支持しながら、前記撮像部等を、「前記撮像部等が撮
像可能に配置され、且つ、前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第
１の位置」と「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間において、互いに移動可能
に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項９】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１０】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置されているか、
又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている第１の位置」と、「
前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たな
いように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーか
ら見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１１】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
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容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１２】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第２筐体が前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置
されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている、第１
の位置」と、「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持
する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１３】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記携帯端末に対して前
記ユーザーの顔を撮像できるように支持しながら、前記撮像部等を、「前記撮像部等が撮
像可能に配置され、且つ、前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第
１の位置」と「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間において、互いに移動可能
に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１４】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１５】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置されているか、
又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている第１の位置」と、「
前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たな
いように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーか
ら見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
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を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１６】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１７】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第２筐体が前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置
されている、又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている、第１
の位置」と、「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持
する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１８】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、前記携帯端末に対して前
記ユーザーの顔を撮像できるように支持しながら、前記撮像部等を、「前記撮像部等が撮
像可能に配置され、且つ、前記携帯端末の筐体の上端部もしくはその近傍部分である、第
１の位置」と「前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻
の穴が目立たないように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離
だけユーザーから見て上方に移動している第２の位置」との間において、互いに移動可能
に支持する支持部と、
を備えたことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項１９】
　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）と、
　前記携帯端末に備えられた支持部であって、前記撮像部等を、「前記携帯端末の筐体の
上端部の内部側に配置されているか、又は、前記筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収
容されている状態で、周囲またはユーザーを撮像可能な第１の位置」と、「前記撮像部等
がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たないように撮像
可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーから見て上方に
移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
【請求項２０】
　携帯端末の少なくとも「操作部及び／又は表示部」を収容する第１筐体と、
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　「静止画や動画などの映像を取得する撮像部、又は、撮像部の一部である撮像用レンズ
などから成る撮像用の光学系部」（以下「撮像部等」という）を収容する第２筐体と、
　前記第１筐体に備えられた支持部であって、前記第２筐体を、「前記撮像部等が撮像可
能に配置され、且つ、前記第１筐体の上端部もしくはその近傍部分に配置されているか、
又は、前記第１筐体の上方部分の内部に埋没もしくは収容されている第１の位置」と、「
前記撮像部等がユーザーの顔を前記第１の位置に配置されたときよりも鼻の穴が目立たな
いように撮像可能な第２の位置であって、前記第１の位置から所定の距離だけユーザーか
ら見て上方に移動している第２の位置」との間で、互いに移動可能に支持する支持部と、
を備え、
前記支持部は、無線通信用のアンテナ部を含むもの、又は、無線通信用のアンテナの支持
軸を兼ねるものである、ことを特徴とする、テレビ通話機能付き携帯端末。
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